
 

ふるさと納税支援業務委託プロポーザル募集要項 

 

１ 募集目的及び事業概要 

文京区では、令和９年４月からのふるさと納税支援業務を行う委託候補事業者の選定を行います。 

本区におけるふるさと納税による特別区民税の減収額は年々増加しており、このような状況の中で、

本区においても国に対して引き続き制度の抜本的な見直しを求めるとともに、令和６年４月から、区

の多彩な魅力発信や区内の事業者支援や地域経済の活性化を図ることを目的として、返礼品の拡充に

取り組んでいます。 

以上の施策を実施するに当たっては、①本区が提携するポータルサイトにおいて受け付けた寄附者、

寄附金及び返礼品等に関する情報を寄附管理システムにより一元的に管理すること、②ワンストップ

特例申請に関する業務等、寄附者対応に関する業務を行うこと、③返礼品の新規開拓、提供事業者へ

の返礼品の発注等の業務を行うことが必要です。 

これらの実現のためには、事業者の技術力やノウハウ、経験等の総合力が目的の達成に大きな影響

を及ぼすことから、プロポーザル方式により、事業者の総合的な能力を評価し、最も適切な事業者を

選定します。 

 

２ 参加資格 

次に掲げる資格要件を全て満たす事業者とします。 

⑴ 対象業務における文京区での競争入札参加資格を有していること。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に規定する者に該当しないこ

と。 

⑶ 文京区指名競争入札の参加資格を有する者に対する指名停止取扱要綱（18 文総契第 347 号。以下

「指名停止要綱」という。）による指名停止処分を受けていないこと。 

⑷ 文京区契約における暴力団等排除措置要綱（23 文総契第 306 号）第４条第１項の入札参加除外措

置を受けていないこと。 

⑸  プライバシーマーク（JISQ15001）又は ISO27001（ISMS）の認証を取得していること。 

⑹ 経営不振の状態（会社更生法（平成 14年法律第 154 号）第 17 条第 1項に基づき更生手続開始の

申立てをしたとき、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条第 1項に基づき再生手続開始の

申立てをしたとき、手形又は小切手が不渡りになったとき等）にないこと。 

⑺ 特別区又は都道府県、指定都市、中核市、県庁の所在する市で関連業務実績（ふるさと納税支援

業務委託等）があること。 

⑻ 東京都内又は都に隣接する県（神奈川県、埼玉県、千葉県）に本店、支店又は、営業所等を有す

るものであること。 

 

３ 契約期間 

令和９年４月１日から令和 10年３月 31日まで 

※令和 10 年度以後の契約については、今回選定し、契約する委託事業者の履行状況及び履行成績

を総合的に評価した上で、令和９年度を初年度とする３年度を限度として、継続して契約を行う

ことができます。 



 

４ 委託内容 

仕様書（案）のとおり 

※ 別紙「仕様書（案）」については、本件の結果を踏まえ、委託候補事業者と協議の上、決定する。 

 

５ 提案限度額及び寄附想定額等 

⑴ 提案限度額 

222,000 千円（寄附想定額の 37％（税込）） 

価格提案に当たり、提案限度額のうち、返礼品の提供に係る費用の支払分は、商品代金、サービス

料、諸税、送料、梱包費用及びその他事務経費を含むものとし、合計額が本契約の対象となる寄附想

定金額の 30％（180,000 千円（税込））で提案するものとします。 

そして、返礼品の提供に係る費用の支払分を除いたその他経費については、本契約の対象となる寄

附想定額の７％（42,000 千円（税込））以内で提案するものとします。 

※ 提案限度額を超えた見積価格の提案があった場合は、無効とします。 

※ 区が直接契約する各ふるさと納税ポータルサイトの利用料及びクレジット決済等の各種決済

手数料はこれに含まれません。 

※ 提案限度額は、本選定評価に使用するものであり、区の予算計上を約するものではありません。 

※ 提案限度額は、寄附想定額から算出したあくまで想定の額であり、実際の支払額は、寄附実績

や委託業務実績等に応じて支払います。 

⑵ 寄附想定額 

600,000 千円 

※ 上記想定額は、全て返礼品に対し申し込まれた寄附を想定しています。 

※ 返礼品を要さない、ガバントクラウドファンディングを目的とした寄附に関する業務は本委

託内容の対象外とし、ガバメントクラウドファンディングを目的とした寄附は、上記寄附想定

額に含みません。 

⑶ 見積参考情報 

見積額の積算に当たっては、寄附想定額のほか、以下ア及びイの情報を見込んだ上で積算してく

ださい。 

ア 寄附想定額内訳 

価格提案に当たっては、仕様書４⑸ウにおいて、各ポータルサイトが独自に提供・調達する一

部の返礼品については、受託者による仕様書４⑷アの返礼品提供事業者への返礼品の発注、配送

管理業務は不要とするとしており、仕様書８⑴なお書きにおいて、各ポータルサイトにおける受

託者の返礼品の発注、配送管理業務の有無等を勘案し、項目を分けて料率を見積もることとして

います。 

項目ごとの寄附想定額については、以下のとおりですので、こちらを参考情報として各項目に

ついて料率を設定してください（なお、提案限度額内であれば、各項目について、同じ料率を設

定することも可とします。）。 

項目 構成比 寄附想定額 

返礼品の発注、配送管理業務を実施する寄附 70％ 4.2 憶円 

返礼品の発注、配送管理業務を実施しない寄附 30％ 1.8 憶円 



 

合計 100％ 6 憶円 

イ 寄附金受領証明書発送件数等 

項目 件数 

寄附金受領証明書発送（ワンストップ特例申請希望なし） 2,060 件 

寄附金受領証明書発送（ワンストップ特例申請希望あり） 2,060 件 

ワンストップ特例申請受付業務（紙申請受付） 1,030 件 

ワンストップ特例申請受付業務（オンライン申請受付） 1,030 件 

※見積積算の詳細は、企画提案書等作成要領⑸、別記様式第７号「見積書」も参照してください。 

 

６ スケジュール 

 事  項 日  程 

１ 募集要項の公表 令和８年８月４日（火） 

２ プロポーザル参加希望書提出期限 
令和８年８月４日（火）～ 

９月１日（火）17時 

３ 

質問受付期間 
令和８年８月４日（火）～ 

９月２日（水）17時 

中間質問回答 令和８年８月 20 日（木） 

４ 質問回答 令和８年９月７日（月） 

５ 提出書類受付期間 

令和８年９月 11 日（金）～ 

９月 15 日（火）17時 

ただし、９月 12 日（土）及び 13 日（日）

を除く。 

６ 

第一次審査（書類審査） 令和８年９月下旬又は 10月上旬 

第一次審査結果通知発送（全参加事業者） 令和８年 10 月上旬又は中旬 

７ 第二次審査（プレゼンテーション及び質疑応答） 令和８年 10 月中旬又は下旬 

８ 
最終結果通知発送 

（第二次審査全参加事業者） 
令和８年 11 月中旬 

９ 令和９年度委託契約締結 令和９年４月１日（木） 

 

 

 



 

７ 提出書類の配布 

⑴ 配布開始日 

令和８年８月 4日（火）から 

⑵ 配布方法 

区ホームページからダウンロードすること。 

区ホームページ「事業者の方へ」→「事業者向けプロポーザル」 

https://www.city.bunkyo.lg.jp/b003/p007435.html 

 

８ 参加希望書の提出 

  本プロポーザル選定への参加を希望する事業者は、次のとおり「プロポーザル参加希望書」を提出

し、上記書類の提出を本プロポーザルの申込要件とします。 

参加希望書

の提出 

「プロポーザル参加希望書」（別記様式第１号）に必要事項を記入の上、電子メールに

より、令和８年９月１日（火）17 時(必着)までに送信してください。 

なお、メールの件名は以下のとおりとし、メール送信後、電話（総務部総務課ふるさ

と納税担当 TEL03-5803-1160）により受信確認を行ってください。 

＜申込先＞ 

【電子メールアドレス】b-kifu●city.bunkyo.lg.jp 

※ ●を＠に変換して、使用してください。  

【件名】ふるさと納税支援業務委託プロポーザル選定参加希望書提出（事業者名） 

 

９ 質問の受付 

本プロポーザルの内容について質問がある場合は、次のとおり受け付けます。 

なお、委託候補事業者の選定が終わるまでの間は、本受付以外の方法での質問は受け付けません。 

また、受付期間を過ぎた後は、質問を一切受け付けません。 

（質問受付期間） 

受付期間 令和８年８月４日（火）から９月２日（水）17時まで 

提出方法 

質問書（別記様式第２号）に記入の上、電子メールにより送信してください。 

なお、メールの件名は以下のとおりとし、メール送信後、電話（総務部総務課ふるさ

と納税担当 TEL03-5803-1160）により受信確認を行ってください。 

＜提出先＞ 

【電子メールアドレス】b-kifu●city.bunkyo.lg.jp  

※ ●を＠に変換して、使用してください。  

【件名】ふるさと納税支援業務委託プロポーザル質問（事業者名） 

回答方法 

受理した質問について、原則として、中間回答を令和８年８月 20 日（木）に、最終回

答を令和８年９月７日（月）に行います。中間回答についてはホームページに掲載し、

最終回答についてはメールにて「プロポーザル参加希望書」（別記様式第１号）の提出

者全員に送付します。なお、回答の際、質問者の公表はしません。また、意見の表明と



 

解されるものや質疑の内容（質問内容が不明瞭なもの等）によっては回答しない場合

があります。 

 

10 申請書類及び作成方法 

別紙「企画提案書等作成要領」を参照の上、次の書類を作成し、提出してください。 

⑴  申込書類 

内  容 様式番号 備  考 

１ 提出書類一覧表 別記様式第３号  

２ 参加申込書 別記様式第４号  

３ 企画提案書 任意様式  

４ 実施体制計画書 別紙様式第５号  

５ 
業務実績（事業のパンフレット等を含

む。） 
別記様式第６号  

６ 

プライバシーマーク等の登録証の写し

（令和９年４月１日現在で有効期限内

のもの） 

  

７ 見積書 別記様式第７号  

８ 法人概要・事業経歴   

９ 法人代表者の履歴書   

10  辞退届 別記様式第８号 辞退する場合のみ提出 

 

※ 別記様式は、区ホームページからダウンロードすることができます。 

ホームページアドレス 

https://www.city.bunkyo.lg.jp/b005/p006463.html 

 

⑵ 提出体裁等 

以下のとおり必要書類を調製してください。 

ア 提出部数等 10 部（正本１部、副本３部、選定用ファイル６部） 

イ 調製方法 

(ア) 正本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入してください。正本に

添付する書類は、原本としてください。 

(イ) 副本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入してください。副本に



 

添付する書類は、正本の写しとしてください。 

(ウ) 選定用ファイルは、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトルのみ記入してください。 

なお、添付する書類は、上記⑴３～６の正本の写しとしてください。ただし、添付する書

類は事業者名が分からないようにしてください。 

また、パンフレット等の事業者名の記載された書類は、該当部分を黒で塗抹してください。 

(エ) 用紙サイズは、パンフレット等を除き、原則として、Ａ４判とします。やむを得ない場合

は、Ａ３判をＡ４判の大きさに折ったものでも可とします。 

(オ) 可能な限り両面印刷とし、各ページの下中央部に通し番号を付してください。 

(カ) 提出書類一式を上記⑴表の順番にフラットファイル等につづり、書類ごとにタックインデ

ックス等を付し、書類の種類が判別できるようにしてください。 

(キ) そのほか、別紙「企画提案書等作成要領」をご確認ください。 

 

11 参加の受付及び提出方法 

提出書類の受付については、以下のとおり行います。 

なお、書類の提出をもって、本募集要項の内容を理解し、承諾したものとみなします。 

受付期間 
令和８年９月 11 日（金）から９月 15 日（火）まで 

ただし、９月 12 日（土）及び９月 13 日（日）を除く。 

受付時間 ９時から 17 時まで。ただし、正午から 13 時までを除く。 

提出方法 持参 

提出先 
文京区春日一丁目 16 番 21 号 文京シビックセンター16 階南側 

文京区総務部総務課ふるさと納税担当 

留意事項 

ア 令和８年９月 15 日（火）17 時を過ぎてなされた申込みは、理由のいかんを問わ

ず、無効とします。 

イ 提出書類に不足があった場合は、申込みを無効とする場合があります。 

ウ 受付後は、区が求めた場合を除き、提出書類の差替え、追加等の変更はできませ

ん。 

エ 書類提出時に、第一次審査結果通知用の封筒（長形３号。宛先を記入、110 円切手

を貼付したもの）を併せて提出してください。 

オ 申込み及び提出に要する費用は、全額、申込者の負担とします。 

カ 提出された書類等は、一切返却いたしません。 

キ 区が提出された書類等を、プロポーザルによる事業者選定以外のために申込者に

無断で使用することはありません。 

ク 一つの法人が複数の申込みをすることはできません。 

ケ 書類提出後に申込みを辞退する場合は、辞退届（別記様式第８号）を令和８年９

月 25日（金）17 時までに提出してください。 

 

 

 



 

12 選定方法 

選定は、プロポーザル方式により、選定委員会によって次のとおり審査します。 

⑴ 第一次審査 

第一次審査は、事業者から提出された企画提案書等を基に、書類審査により委託候補事業者を上

位３者程度選定します。 

⑵  第二次審査 

第二次審査は、第一次審査で選定された事業者が、企画提案書等に基づき１者当たり 20 分以内

でプレゼンテーションを行います。その際に使用するスクリーン及びプロジェクターについては区

で用意しますが、パソコン等についてはご準備をお願いいたします。その後、選定委員から 15分程

度の質疑応答を行います。プレゼンテーションの際、使用できるのは募集期間内に提出された資料

のみとなります。当日の追加資料の提出は受け付けません。 

なお、プレゼンテーションは、本事業の中心的役割を担う者が行うこととします。 

また、第二次審査を受ける事業者は、第二次審査当日に、選定結果通知用の封筒（長形３号、宛

先を記入、110 円切手を貼付したもの）を提出してください。 

⑶ 委託候補事業者の選定 

委託候補事業者は、第一次審査、第二次審査及び価格評価による総合評価点の最も高い事業者を

契約交渉順位第１位、総合評価点の２番目に高い事業者を契約交渉順位第２位として選定します。 

なお、いずれの参加事業者も、区が設定した基準点を下回った場合は、順位にかかわらず委託候

補者として選定しません。 

 

13 結果通知及び公表 

⑴ 第一次審査結果は、審査を行った全ての申込者に結果のみを郵送で通知します。 

なお、第一次審査で選定された者には、第二次審査の日時、場所等も併せて通知します。 

⑵ 最終結果は、第二次審査を行った全ての事業者に結果のみを郵送で通知します。 

⑶ 審査の透明性を図るため、次の項目をホームページで公表します。 

なお、審査結果に係る問合せには応じません。 

【公表する項目】 

ア 件名 

イ 業務概要 

ウ 選定した日 

エ 決定事業者名及び所在地 

オ 決定事業者が提案した見積金額 

カ 選定結果（不選定者名は、番号等に置き換えます。） 

 

14 情報公開の取扱い 

文京区情報公開条例（平成 12年３月文京区条例第４号。以下「条例」という。）に基づき、情報公

開請求があった場合は、条例第７条各号の非公開情報を除き、公開します。 

なお、公開の可否は、区が判断します。 

 



 

15 提供する資料の取扱い  

区が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁止します。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、区の了承を得ることなく第三者に対してこれを使用さ

せ、又は内容を提示することを禁止します。 

 

16 無効・失格 

⑴ 提出された企画提案書等に虚偽の記載があった場合又は本募集要項に適合しない場合は無効と

します。 

⑵ 参加資格要件を満たさなかった場合は、失格とします。 

⑶ 選定された事業者が、選定後、契約締結前に虚偽の提案や記述を行ったことが判明した場合等は、

失格とします。 

⑷ 他の事業者等の申込等を妨害した場合は、失格とします。 

⑸ ⑴及び⑶に該当する場合は、指名停止要綱に基づき、指名停止を行うことがあります。 

 

17 契約 

契約に当たっては、契約交渉順位第１位の委託候補事業者と提案内容に基づき仕様内容を協議の上、

決定します。契約交渉順位第１位の委託候補事業者との協議が不調となった場合又は契約交渉順位第

１位の委託候補事業者が契約締結までの間に２の参加資格を有しなくなり、失格となった場合は、契

約交渉順位第２位の委託候補事業者を繰り上げ、協議を行うこととします。 

 

18 提案内容の取扱い 

区は、受託者が申込時に提案した内容を最大限尊重しますが、協議の中で、提案内容の変更や追加

及び中止等を指示する場合があります。提案内容の変更や追加及び中止等の影響が委託料に及ぶ場合

は、受託者と協議の上、委託料を変更することがあります。 

 

19 その他 

本要項に定めのない事項及び本要項に疑義が生じた場合は、協議により決定します。 

 

20 事業担当 

文京区総務部総務課ふるさと納税担当 木名瀨 

〒112－8555 文京区春日一丁目 16番 21 号 文京シビックセンター16 階南側 

TEL 03-5803-1160 

FAX 03-5803-1334 

  E-Mail   b-kifu●city.bunkyo.lg.jp 

       （※●を＠に変換し、ご使用ください。） 

 


